
1. 業績および事業の状況

　2024年度の経済情勢を顧みますと、米国では個人消費に
牽引され、底堅い経済成長が続いた一方、欧州では個人消
費が停滞しているほか、金融引き締めの影響で低成長が続
きました。アジアでは、中国の不動産市場の調整長期化や
個人消費の低迷等、景気は力強さを欠きました。
　国内においては日銀の２度にわたる政策金利の引き上げ
が行われましたが、企業収益の改善を背景とした設備投資
や雇用の増加、所得環境の改善に伴う個人消費の増加等に
より、緩やかな景気回復が続いております。
　リース業界におきましては、設備投資の増加傾向を背景
に、リース取扱高は前年度を上回る実績となりました。
　当社グループは、2023年度より2025年度までの３年間
を「変革に挑戦する３年間」とし、「中期経営計画2025」
を推進しております。お客さまの事業や社会的課題の解決
に寄与するマルチソリューション・プラットフォーマーを
目指す姿とし、その実現に向けて飛躍的な成長を遂げるた
め、「挑戦」「変革」「成長」をキーワードとして掲げ、ビジ
ネス基盤・経営基盤双方に対し、積極的に経営資源を投下
するとともに、「事業ポートフォリオ運営の変革・高度化」、

「アライアンス／インオーガニック戦略」、「サステナビリ
ティ経営の推進」、「成長を支える経営基盤の強化・高度化」
を重点戦略としております。
　また、当社グループのさらなる成長とステークホルダー
のみなさまに提供する価値の向上を目指し、最終年度の連
結数値目標として「当期利益420億円」、「ＲＯＡ1.6％以上」
および「ＲＯＥ12％以上」を掲げております。
　このような中、2024年度は、各事業分野でさまざまな 

ソリューションの提供に注力してまいりました。
　損益状況につきましては、売上総利益は、前期（2024年
３月期）比12,722百万円（17.3％）増加して86,343百万
円となりました。営業利益は、人件費、物件費の増加等が
あったものの、売上総利益が好調に推移したことから、同
9,454百万円（23.9％）増加して48,966百万円となりまし
た。経常利益は、持分法による投資利益の増加等により、
同15,321百万円（30.1％）増加して66,219百万円となり
ました。
　以上の結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、同
6,817百万円（19.4％）増加して42,038百万円となりまし
た。
　財政状態につきましては、以下のとおりであります。
　契約実行高は、リース・割賦セグメントでは、注力する
不動産分野等における案件の積み上げもあり、前期（2024

年３月期）に比べ、41.6％増加して957,031百万円となり、
ファイナンスセグメントでは、同2.8％増加して814,940

百万円となりました。この結果、契約実行高全体では、
22.3％増加の1,795,684百万円となりました。営業資産残

高は、〈みずほ〉との連携を中心に主に不動産や国内リース
分野において、お客さまへの経営課題解決に資する提案で
の 成 果 が あ が っ た こ と で 残 高 を 積 み 上 げ、 前 期 末 比
422,958百万円増加して3,281,857百万円となり、資産合
計額は同534,725百万円増加して3,898,061百万円となり
ました。
　また、負債合計額は前期末比463,029百万円増加して
3,496,565百万円となり、このうち有利子負債は営業資産
の増加に伴い、同435,643百万円増加して3,278,071百万
円となりました。
　純資産は丸紅㈱との資本業務提携に伴う増資および期間
利益の蓄積により増加し、401,495百万円となりました。

セグメントごとの経営成績
　セグメントの業績は次のとおりであります。（売上高は外
部顧客への売上高を記載しております。）

〔リース・割賦〕
　リース・割賦の売上高は、前期（2024年３月期）比3.9％
増加して645,193百万円となり、営業利益は同11.7％増加
して28,356百万円となりました。
　当期（2025年３月期）末の営業資産残高は、前期末比
275,422百万円増加し1,970,339百万円となりました。

〔ファイナンス〕
　ファイナンスの売上高は、前期比22.9％増加して41,488

百万円となり、営業利益は同18.6%増加して23,808百万円
となりました。
　当期末の営業資産残高は、前期末比120,016百万円増加
し1,217,493百万円となりました。

〔その他〕
　その他の売上高は、前期比455.2％増加して8,742百万円
となり、営業利益は同431.3％増加して1,402百万円となり
ました。
　当期末の営業資産残高は、前期末比27,519百万円増加し
94,024百万円となりました。

2. 経営成績および財政状態

　当社グループは、2023年度より2025年度までの３年間
を計画期間とする「中期経営計画2025」において、お客さ
まを取り巻く社会的課題・事業課題に対し、金融の枠を超
えた価値共創のパートナーとして、各事業分野でさまざま
なソリューションの提供に注力しております。
　2024年度の各事業分野における具体的な取り組みにつき
ましては、次のとおりであります。

〔国内リース事業〕
　国内リース事業では、お客さまの事業戦略パートナーと
して、価値を共創することを目指しております。〈みずほ〉
を中心としたアライアンスパートナーとの連携も活かし、
業務用自動掃除ロボットや自動配膳ロボット等の導入促進
ビジネスをお客さまと共創するなど、お客さまの事業拡大
と社会的課題である人手不足解消に貢献することを通じて、
営業資産を積み上げ、収益基盤を拡充いたしました。

〔不動産・環境エネルギー事業〕
　不動産事業では、既存コア事業の拡大と新たなビジネス
領域を両輪で推進することを目指し、オフィス、物流施設
等のさまざまな不動産を対象としたローンや不動産リース、
オリジナルブランド物件の開発・取得に注力することで、
不動産事業のバリューチェーン拡大・高度化を推進しました。
　環境エネルギー事業では、子会社であるエムエル・パワー㈱
等を通じて再生可能エネルギー電源を確保し、新たなビジ
ネス機会を創出することを目指し、太陽光発電等による電
力や非化石証書（環境価値）を長期的かつ安定的にお客さ
まに供給するスキームに取り組んだほか、系統蓄電池事業
では、2025年３月に当社グループ初の系統蓄電所の運転を
開始するなど、新分野への取り組みにも注力することで、
サプライチェーンにおけるサービス提供領域を拡充しまし
た。

〔海外・航空機事業〕
　海外事業では、Ｍ＆Ａを通じた新たな成長マーケットへ
の進出を重点戦略と位置付けております。2024年８月に

「Rent Alpha Pvt. Ltd.」への出資比率を87.6％に引き上げ、
2025年３月に「Mizuho RA Leasing Pvt. Ltd.」へ社名変
更いたしました。株式の追加取得に加え、Mizuhoを社名に
冠することにより、みずほフィナンシャルグループならび
にみずほリースグループの一員として、今後さらなる成長
が見込まれるインド市場におけるビジネス拡大を追求して
まいります。
　航空機事業では、丸紅㈱との協働を通じた航空機関連金
融サービスの拡充を目指し、当社と丸紅㈱、両社の持分法
適用会社である米国航空機リース会社Aircastle Limitedを
通じた航空機リースに注力しました。また、当社による航
空機担保ローン等の航空機関連金融サービス、本邦投資家
に対する運用商品の提供にも注力し、これらの取り組みを
通じてお客さまへの価値提供に貢献いたしました。

〔ファイナンス・投資事業〕
　ファイナンス・投資事業では、事業承継やＭＢＯ等のエ
クイティニーズに対応するため、当社連結子会社でファン
ド運営会社であるミライズ・キャピタル㈱を設立しました。
今後、エクイティを含めたファイナンス機能によるリスク

マネーの供給を通じて、お客さまの企業価値向上や社会的
課題解決に向けた価値共創を目指し、ファンド形態での取
り組みに挑戦してまいります。

　アライアンスパートナーとの連携、協業につきましては、
2024年５月に丸紅㈱と資本業務提携契約を締結し、同年６
月に丸紅㈱および㈱みずほフィナンシャルグループを割当
先とする第三者割当増資を実施した結果、丸紅㈱は当社の
発行済株式総数の20％を保有し、当社は丸紅㈱の持分法適
用会社となりました。また、㈱みずほフィナンシャルグルー
プは保有持分比率23.6％（間接所有分含む）を維持し、強
固なパートナーシップを維持・強化しました。第三者割当
増資による資金調達を通じて財務基盤を強化し、リスクテ
イク能力の量的拡大を図ることで、良質な営業資産の積み
上げをさらに促進するとともに、インオーガニック手法を
積極活用することで、事業および投資機会の拡充を図って
おります。
　また、2024年４月にＪＦＥグループの重仮設事業者大手
であるジェコス㈱と資本業務提携契約を締結し、同年５月
に同社の議決権20.03％を取得いたしました。両社の有す
る強みや事業基盤等を有効活用し、省人化・省力化に寄与
する技術開発による重仮設事業や建設機械事業での協業、
共同事業展開による海外での協業など、新たな事業機会を
創出してまいります。

資本の財源および資金の流動性
　当社グループは、お客さまのニーズに対応して幅広い金
融サービスを提供するため、資金調達については安定性の
確保とコストの抑制を図るよう努めております。また、各
年度の資金計画と金融環境の変化に即したＡＬＭ（資産負
債の統合管理）運営方針のもと機動的な資金調達を行って
おります。
　当社グループの資金調達につきましては、金融機関から
の借入による間接調達と市場からの直接調達による長期お
よび短期の資金により構成されております。当期（2025年
３月期）末において、間接調達は前期（2024年３月期）末
比345,764百万円増加し2,031,163百万円となりました。
直接調達はコマーシャル・ペーパーおよび社債の発行など
により、同89,878百万円増加し1,246,907百万円となりま
した。
　また、運転資金の流動性や調達の機動性を確保するため、
当期末において取引金融機関50社と総額1,186,083百万円
の当座貸越契約およびコミットメントライン契約を締結し
て お り ま す。 こ れ ら の 契 約 に よ る 借 入 未 実 行 残 高 は
537,651百万円であり、資金の流動性は十分に確保してお
ります。

■ 事業状況・経営成績等の分析
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キャッシュ・フローの状況
　当期（2025年３月期）のキャッシュ・フローの状況は次
のとおりであります。
　営業活動によるキャッシュ・フローは、393,324百万円
の支出となりました。
　投資活動によるキャッシュ・フローは、53,184百万円の
支出となりました。
　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払に
よる10,994百万円の支出に対し、間接調達で345,694百万

円の収入、コマーシャル・ペーパーおよび社債の発行に加
え、丸紅㈱および㈱みずほフィナンシャルグループを割当
先とする第三者割当増資等による直接調達で131,492百万
円の収入となり、財務活動全体では457,132百万円の収入
となりました。
　以上の結果、当期末における現金及び現金同等物の残高
は、前期（2024年３月期）末比11,805百万円増加し、
67,999百万円となりました。

　当社グループの財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況など、投資者の判断に重要な影響を
与える可能性があると認識している事業等に関する主要なリスクは、以下のとおりであります。
　なお、当社グループは、これら個々のリスクに対する施策を講じるとともに、リスクが顕在化した際には
適切な対応が迅速に行えるように、リスク管理体制の整備・強化を図っております。
　また、本項に含まれている将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

■ 事業状況・経営成績等の分析

■ 事業等のリスク

(1) 経営環境に関するリスク
　当社グループは、お客さまの事業活動に対して、リース
取引を基盤とした事業展開を行っております。
　地域間の紛争等を背景にしたエネルギー価格・資源価格
の高騰、世界的な供給網の混乱による製造業の生産活動の
停滞、国際金融市場における金利や為替の急激な変動によ
り、お客さまの事業活動に支障をきたし、設備投資が大幅
に減少した場合、当社グループの業績に影響を与える可能
性があります。

(2) 信用リスク
　当社グループの主たる事業活動であるリース取引等は、
比較的長期間（平均５年程度）にわたり、お客さまに賃貸
という形で信用を供与する取引で、お客さまからリース料
等を全額回収して当初の期待収益が確保されますが、経済
状況の低迷により、お客さまの業況が悪化し、当初想定し
たリース料等の回収ができなくなるリスクがあります。
　このような事態に対応するため、当社グループは、取引
開始時に厳格な与信チェック、リース物件の将来中古価値
の見極め等により契約取組の可否の判断を行うとともに、
取引開始後は、お客さまの信用状況につき定例的にモニタ
リングを行い、必要に応じ債権保全等の措置を講じており
ます。
　また、お客さまの信用状況が悪化しリース料等の不払い
が生じた場合には、リース物件の売却または他のお客さま

への転用等により可能な限り回収の促進を図っております。
　しかしながら、経済環境の急激な変化、お客さまの信用
状況の悪化等により、想定以上の信用コストが発生した場
合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 流動性リスク（資金調達）
　当社グループは、事業に必要な資金を賄うため、銀行借
入のほか、社債やコマーシャル・ペーパーの発行等によっ
て資金調達を行っております。金融市場の急激な変動や当
社グループの財務状況の悪化によって調達が困難となった
場合、資金調達の制約が当社の事業活動に影響を及ぼす可
能性があります。
　このような流動性リスクに対応するため、資金調達手段
の多様化、市場環境を考慮した調達構造や手元流動性の調
整を行っております。

(4) 金利変動リスク
　当社グループは、事業に必要な資金を賄うため、銀行借
入のほか、社債やコマーシャル・ペーパーの発行等によっ
て資金調達を行っております。
　当社グループの収入であるリースや有価証券投資の金利
条件（水準・期間・固定または変動の別など）と、当社グ
ループの支払である資金調達の金利条件が異なることによ
り、金利の変動が金利収支に影響を与える可能性があります。
　このような金利変動に対応するため、資産の金利条件に

合わせた資金調達を実行するほか、デリバティブ取引を利
用したヘッジを行っております。
　具体的には、ＡＬＭ（資産負債の統合管理）の手法によ
るマッチング比率(固定・変動金利の資産に対して固定・変
動金利の負債・デリバティブを割り当てることにより、資
産のうち金利リスクを負っていない部分の割合）をコント
ロールすることにより金利変動リスクの管理を行っており
ます。

(5) アセットリスク
　当社グループは、不動産賃貸や不動産への投融資事業、
航空機リース事業等を展開しております。取り組みにあたっ
ては、取引先の信用力や将来収支、資産価値を慎重に見極
めておりますが、取引先の業績が悪化した場合や物件の資
産価値が著しく減少した場合には、当社グループの業績に
影響を及ぼす可能性があります。
　このような資産価値の下落に対する対応として、取引先
の信用状況や資産価値の動向、将来収支の見込みに関して
社内における管理体制を整備し、機動的な対応を実施し、
当社グループへの影響を最小限にとどめるための運営を
行っております。

(6) エクイティリスク
　当社グループは、再生可能エネルギー事業やその他事業
への投資およびファンドへの出資などの投資を行っており
ます。これらの投資については、景気変動や需給関係など
の事業環境の変化により、その資産価値が棄損するリスク
やキャッシュ・フローの変動に伴い当初期待していた収益
が上げられず、投資額の回収可能性が低下するリスクがあ
ります。
　個別案件の取り組みにあたっては、幅広い視点で将来の
収支や資産価値を慎重に見極め、またリスクに見合ったリ
ターンが確保できるかを総合的に判断しております。また、
状況の変化に迅速に対応できるよう、取り組み後も継続的
に運用状況や外部環境の変化のモニタリングを実施してお
ります。

(7) 事業活動に関して生じるリスク
　事業活動に関して生じるリスクとして、事務の不適切な
対応、システムの障害・誤作動によるシステムリスク、情
報の紛失、漏洩、持ち出し等による情報セキュリティに関
するリスク、法令や社会規範が遵守されなかった場合に社
会的信用の喪失につながるコンプライアンスリスク、事業
活動に伴い当社グループに対して訴訟が提起されるリスク
等があります。これらのリスクが顕在化した場合、収益機
会の逸失や損害賠償への対応が生じ、結果として当社グルー
プの業績に影響を与える可能性があります。
　このような事態に対応するため、当社は、各種事案への

対応を全社横断的かつ機動的に実施するよう、リスク管理
体制を整備し、当社グループへの影響を最小限にとどめる
よう、リスクのコントロールを行っております。

(8) 災害等によるリスク
　地震、風水害、感染症の拡大等の予測不能な事象が発生
することにより、想定外の経済的損失を被った場合には、
当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
　このような事態への対応として、事業継続計画を策定し、
事業活動の継続体制を整備し、当社グループへの影響を最
小限にとどめるための対策を講じております。

(9) サイバーセキュリティリスク
　当社グループは、さまざまな情報システムを利用し、事
業活動に関する管理を行うほか、電子メール等の外部への
接続手段を利用しており、これらの情報システムについて
は、コンピュータウイルスの侵入、外部からの不正アクセ
ス等、サイバー攻撃を受けるリスクがあります。その結果、
システムの停止や障害、情報の漏洩、不正使用等が発生し
た場合、損害賠償への対応、信用の失墜、営業活動の停滞
による経済的損失により、当社グループの業績に影響を与
える可能性があります。
　このような事態への対応として、サイバーセキュリティ
リスク管理の基本方針を策定し、グループ全体の対応方針
や責任者や管理の枠組み、関係者の役割と責任等のリスク
管理態勢を明確にしております。また、セキュリティイン
シデントに対応する組織としてＣＳＩＲＴ（Computer 

Security Incident Response Team）を設置しております。
ＳＯＣ（Security Operation Center）による24時間365日
の監視体制を整え、ウイルス解析、多層的防御等、レジリ
エンス態勢強化に取り組む等、対策強化を図っています。
クラウド活用や働き方の多様化で増大する脅威に適合する
ために、内部における攻撃者の自由な行動を阻害しようと
するセキュリティ対策としてゼロトラストアーキテク
チャーの導入を推進する等、最新のセキュリティ脅威への
対応に向けての対応も進めております。社員に対しては、
フィッシングメール訓練、全社横断的な初動対応訓練の実
施の他、eラーニングを通じたセキュリティ意識の向上に努
めております。

(10) 気候変動に関するリスク
　当社グループでは、シナリオ分析や情報開示等を通じて
気候変動への対応を進めています。台風や豪雨などの異常
気象の発生、気候変動対策に関する法規制の強化、そして
それらに対処するための技術革新やビジネスモデルの転換
が進まない場合、お客さまの事業活動や当社グループの業
績に影響を及ぼす可能性があります。
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